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1．はじめに
本稿では、複数の国や地域の企業体に投資して経営参画する（設立に限らず、買収なども
含む）形態を選択してグローバル規模にビジネスを展開する企業（以下、「多国籍企業」と
いう）が、本社所在国（以下、「ホーム国」という）以外の国や地域（以下、「ホスト国」と
いう）で経営参画している法人格を持つ企業体（以下、「在外現法」(1)という）を分析対象と
(1) 先行研究において広く用いられる「海外子会社」あるいは「外資系企業」という用語に代えて、「在外
現法」を用いている。その理由としては、まず「子会社」という用語については、会社法（平成 17年
法律第 86号）の第２条第３項において「会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他
の当該会社がその経営を支配している法人」と定められており、形式的ではなく実質的な支配が前提と
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して取り上げている。
グローバル規模での経営環境の変化に伴い、これまで在外現法の存在を支持する重要な理
論であった「内部化理論」について限界有効性が指摘されている［安室 , 2012］。これは在外
現法固有の価値が消滅することにつながる。この変化で直ちに在外現法が存在意義を失って
消滅する、ということは少ないが、多国籍企業の内部において位置づけや価値は変化しつつ
ある［三輪 , 2010］ことを示唆している。
これからの在外現法の研究にあたっては、内部化理論の射程では捕捉しきれない現象を把
握するために補完する概念が必要となる。そのため本稿では、新古典派経済学を基底とする
内部化理論の補完概念として、「新古典派経済学に異議を唱える経済社会学の基礎」［Krippner 
and Alvarez, 2007］とされる『埋め込み（= Embeddedness）』概念の適用を検討することで、
今後の在外現法研究における分析枠組みの準備への寄与を意図している。
2．内部化理論の限界有効性
2.1．内部化理論とは何か
内部化理論における「内部化」とは、「市場に代替する取引の場を、企業がみずからの内
部（階層組織）に作り出す行為をさす」［長谷川 , 1998］。この内部化のプロセスを、Coase
が提唱した取引コスト理論に依拠して新古典派経済学の立場から説明した重要な理論として
内部化理論は広く支持されている。
取引コスト理論は、企業と市場が生産を調整するうえで相互に代替的な手段である、とい
う概念に基づく。提唱者の Coaseは、組織（階層構造）が形成される基礎として、資源をコ
ントロールする権限関係が形成され、市場取引で発生する交渉やモニタリングの費用が削減
できるため、と考察した［Coase, 1937］。
Coaseの考察を深耕し、取引コストの削減が重要となる状況を分析したのがWilliamsonで
ある。Williamsonは、新古典派経済学で前提とされる「原子化され、自己の効用を最大化す
る個人」［Krippner and Alvarez, 2007］が自己利益の追求を行う取引の主体となるため、機会
主義的行動つまり機に乗じて裏切る、とした。そこで、取引相手の詐術や機械主義的行動か
ら生じる損害、すなわち取引コストを節約し、失敗を補う機能が必要になる。その機能要件
されている。企業の戦略的行動を分析対象とする本稿において、支配－被支配を前提とした用語は不適
切である、と考える。一方の「外資系企業」に関しては、経済産業省の定義では「外国投資家あるいは
外国の持ち株会社が株式又は持分の 3分の 1超を所有している企業」を表すため、投資会社が株式を保
有している企業（旭テックなど）も対象となる。これらの企業は「外資系企業」ではあるが「多国籍企
業の在外現法」ではないため、論点を明確にするために用語としては採用しない。ただし、先行研究に
おいては、時代背景や法制度などの理由により、「在外現法」と相応の意味合いで「海外子会社」ある
いは「外資系企業」との用語が使用されるため、原文あるいは訳文の用語をまま引用して記載する。
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を満たす手段として、市場を通じた取引を自らの内部に取り込むことが選択され、組織が形
成される［Williamson, 1979］とした。
上記の取引コスト理論を多国籍企業のコンテクストに適用すると、ホスト国でビジネスを
行うにあたり、ホーム国との間に「文化的（Cultural）、行政的（Administrative）、地理的
（Geographic）、経済的（Economic）な隔たり（distance）」［Ghemawat, 2007］が存在するた
め、取引コストはより大きくなる。そこで、多国籍企業においては、ホスト国での取引を内
部化することが動機づけられる。具体的には、ホスト国に直接投資を行い、在外現法を設立
する、あるいは、ホスト国の企業を買収して在外現法とする、という手段がビジネス展開に
おいて選択されるようになる。このことをホスト国での「中間財市場の不完全性」をパラメ
ータにして分析した Buckleyと Cassonが、企業がその不完全性を克服するために多国籍企
業として海外進出する意義、と指摘したものが「内部化理論」である［Buckley and Casson, 
1976］。Hennartは、「内部化理論」を基準に、在外現法が設立される固有の価値は「すべて
取引コストの節約」［Hennart, 1982］と喝破した。
すなわち、ホスト国へのビジネス展開で直接投資を行うにあたり、在外現法を設置する意
義については「内部化理論」により支持される。
上記をふまえ、在外現法の研究の多くは、上記の内部化理論を前提に進められてきた。例
えば、Delanyは、在外現法に与えられる権限と任務（Mandate）に基づき、３つの段階 
（basic, intermediate, advanced）と８つのサブカテゴリーを「ステージ」として図表 1のよう
に区分する在外現法の発展モデルを示した［Delany, 20 00］。
図表 1：在外現法の発展モデル
Strategic 
importance
Stage 1 Stage 2 Stage 3 Stage 4 Stage 5 Stage 6 Stage 7 Stage 8
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Strategic Independent
出所：［Delany, 2000 P.228］
まず、“Basic Mandate”は、企業としての形をつくる Stage1を端緒とし、任務を満足に遂
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行できる Stage2を経て、与えられた任務を“superior”に達成できる Stage3に進むまでを
いう。この段階における任務とは、多国籍企業が提供する製品ラインを製造・販売する
（Miniature replica）、あるいは、多国籍企業の製品を輸入し、パッケージングや保管・物流
と販売を行う（Marketing satellite）、多国籍企業全社を対象とした活動を、限定的範囲のみ
（製造やコールセンタ業務など）で行う（Rationalized operator）ことをいう。
続く“Intermediate”の段階では、多国籍企業全体の価値連鎖の中で“Mandate”の拡張
が検討され、リスクの低い任務への拡張を行う Stage4と、戦略的に重要な任務への拡張に
取り組む Stage5が該当する。
そして、“Advanced”の段階では多国籍企業において戦略的な重要性を持つ。この段階に
は、１つの“Mandate”についての多国籍企業全体における戦略拠点となる“strategic 
centre”としての Stage6から、１つの業務領域の Profit/Lossを管理する“strategic pivot”
としての Stage7と、主要な意思決定を独立的に行う（Strategic independent）“strategic 
apex”となる Stage8が含まれる。また、Stage6と Stage7を総称して“Product specialist”
とした。
Delanyの発展モデルは、「内部化」を前提に在外現法が多国籍企業の「一部分」として組
織能力を高め、より高次元の権限や任務（Mandate）を獲得していく発展のプロセスを提示
している。そこでは、在外現法が自律的に組織能力を高め、戦略的重要性を獲得することで、
より独立的に意思決定できる立場を確立することが想定されている。
2.2．多国籍企業における「外部化」
しかし現在、多国籍企業の分析において、内部化理論の射程を越える現象が生じている。
それは、国際経済学的観点から Dunningが「アライアンスキャピタリズムとでも名付ける
べき新しい様相」［Dunning, 1997］と呼んだ現象であり、経済社会学的観点から Gereffiが、
多国籍企業における生産ネットワークの変化への歴史的に分析を通じて「経済競争を通じ、
より低コストのアウトソーシングを利用することで（中略）生産プロセスの一部が外部に持
ち出され、特定の多国籍企業においてはネットワークそのものが縮小する傾向にある」
［Gereffi, 2005］と指摘した現象でもある。
多国籍企業においては、買収やライセンス契約、業務提携、技術協力、下請契約、OEM 
（Original Equipment Manufacturer） 、さらには ODM（Original Design Manufacturer）のよ
うな戦略的決定に基づく「外部化」とも呼ぶべき現象が生じている。これらの「外部化」は、
業務のバリューチェーンが分断可能になり、物流技術や情報技術の進化により時間的距離が
縮まったことにより顕在化していると考えられる。そのうえで「市場取引を組織に内部化し
ても、内部の非効率性が新たな問題」［Conner, 1991］として立ち現われた状況の解決を意図
して、選択されたものと説明できる。
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その結果、「内部化」を根拠とする在外現法固有の価値が揺らいでおり、代替される脅威
に直面している。例えば、日本ロシュ株式会社は自社の意図に関わらず、本社である Fritz 
Hoffmann-La Rocheが TOBにより中外製薬の株式の 50.1%を取得することで戦略的な提携を
締結したため、2002年 10月に中外製薬に吸収合併されることで日本国内の製造承認を取得
した最初の外資系医薬品企業としての 78年の歴史を閉じることを強いられた。
また、代替までいかない場合にも、社内外への業務アウトソーシングは組織能力の大幅な
低減を招く［三輪 , 2010］。例えば、アメリカ合衆国をホーム国とする（以下、「米系」とい
う）多国籍企業のデータサービス企業 A社において、日本をホスト国とする在外現法（以
下、「在日現法」という）は、本社の指示により経理実務の大部分を、インドをホーム国と
する多国籍企業の中国在外現法にアウトソースしている。これは、前掲した Delanyの前提
とは経営環境が変化しており、在外現法単体が個々に組織能力の向上させることでの多国籍
企業全体への貢献を期待するよりも、多国籍企業全体での効率化の追求のほうが優先され、
在外現法の組織能力を削減させても「外部化」を選択する傾向が生じていることを表してい
る。
2.3．内部化理論と在外現法の歴史の長さ
前項までは、多国籍企業が「外部化」を選択し始めたことに基づいて「内部化理論」の限
界有効性を確認してきたが、「在外現法の歴史の長さ」の観点からも内部化理論の限界有効
性が指摘されている。すなわち、多国籍企業がホスト国に展開した時点では論理的にも整合
が取れていた「内部化」が、展開からの時間が長期化するにつれて「むしろ取引を内部化し
ない方が良い」［椙山 , 2009］ことも起こり得る、という指摘である。椙山は Langloisを引
用することで以下のように説明している。
Langloisは、「長期的に見れば、短期的な意味での取引コストは意味をなさなくなる」
［Langlois, 1992］ことを前提に、取引コストの節約だけを動機とした内部化理論に否定的な
見解を述べている。内部化理論では、知識やノウハウの移転における「市場の不完全性」か
ら生じる取引コストの大きさが問題視されているが、その取引コストの源泉となる資産特殊
性は、移転した知識が現地で普及することにより失われ、市場で取引可能なものへの変化す
る。同時に、知識の利用可能性についても短期的には限定的であるかもしれないが、長期的
には、時間をかけて多様な用途が発見・開拓されることで、特殊的ではなくなる。つまり、
時間をかければ資産特殊性は減少する、それに伴い取引コストも減少する、その結果、内部
化の必要性は高くなくなる。
在日現法に限ってみると、1920年に創業された日本 NCR社が 1935年には NCR本社の出
多国籍企業の在外現地法人と『埋め込み（Embeddedness）』 
̶ 136 ̶
資を請けている (2)ことを筆頭に、日本 IBM社（1937年）やファイザー社（1953年）、日本
HP（1963年）など、規模の大きい企業は、50年を超える長い歴史を有している企業が多い。
俗説ながらも喧伝される「日本企業の寿命は 30年」(3)と比較しても長寿な企業といえる。こ
のような在日現法においては、取引コストに依拠する「内部化」に基づく固有の価値は薄ま
っていることが推測される。
3．「埋め込み（Embeddedness）」概念で捉える在外現法
3.1．「埋め込み」概念とは何か
前節までに確認してきたとおり、内部化理論に限界有効性が確認されはじめ、その理論に
依拠した在外現法固有の価値は低減しつつある。とくに歴史が長い在日現法においては内部
化の必要性はより低減していると思われる。そこで本稿では、在外現法の設置時点では有効
とされていた「内部化理論」を補完する概念として「埋め込み（embeddedness）」の検討を
試みる。前述のとおり、内部化理論は取引コスト理論に依拠し、取引コスト理論は新古典派
経済学の重要な理論のひとつである。そこで、新古典派経済学に拠る内部化理論を補完ある
いは代替する概念として、「新古典派経済学に異議を唱える経済社会学の基礎」である「埋
め込み」概念の有効性が期待される。そこでまず「埋め込み」概念について、先行する研究
をふまえて確認しておく。
「埋め込み」概念を経済的行為に関する文脈で最初に提唱したのは Polanyiとされている。
Polanyiは、『大転換』［Polanyi, 1944=1975］という著作の中で、市場経済が日常の生活の概
念から切り離れ（dis-embedded）、社会に変化を強要していくプロセスについて詳述した。
Polanyiは、市場経済が切り離れたあとに残る経済的行為を非市場経済と呼び、社会に埋め
込まれている非市場経済と市場経済の複合的な経済環境（Double Movement）であるべき、
と主張した。Polanyiは、社会を構成するメンバーが他の社会的ニーズよりも優先して市場
経済を容認することはなく、市場経済が社会を完全に取り込むことはできないという予測を
立てた。
Polanyiが提唱した「埋め込み」概念の適用範囲を非市場経済的な制度に限る必要はなく、
市場経済的な制度にも適用可能、と修正したのが Granovetterである［Granovetter, 1985= 
1998］。Granovetterは「埋め込み」の概念を「経済行為と経済的結果はすべての社会行為と
結果のように、行為者の二者（一対）間の関係、および、諸関係のネットワーク全体の構造
に影響されるという事実」［Granovetter, 1992:32］と定義した。
(2) 第２次世界大戦中は資本関係が解消されており、戦後に資本関係が再開するのは 1951年である。
(3) 日経ビジネス誌が 1983年 9月 19日号において、総資産額のランキング分析をもとに「企業にも寿命が
あり、優良企業とはやされても盛りは 30年まで」と唱えたことが起源とされる。
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ネットワーク上の行為者間の関係や構造に注目することで、経済的行為全般を分析するこ
とを可能とした Granovetterの定義を基礎に、明確な概念化や操作化に向け「埋め込み」の
概念の精緻化が試みられる。
Zukin&DiMaggioは「埋め込み」を「経済行為の随伴的性質」と定義し、以下の４つの種
類の「埋め込み」に区分できることを示した［Zukin&DiMaggio, 1990］。
①「認知的埋め込み」：
認知的なプロセスが経済合理性を制限することをいう。
情報の不確実性や複雑性を処理するには我々の能力には限界がある。そのために、特定
状況においてもすべての情報を処理できず、情報処理を簡易化する手段として情報の分
類をおこなう。しかし、分類を経ることで、客観的事実に対する認知的な偏りが生じる。
すなわち、経済合理的な判断とはいえ、認知的なプロセスでの分類により生じる偏りを
前提として認識される情報に基づく、という限界がある。
②「文化的埋め込み」：
経済行為が文化に埋め込まれていることをいう。Polanyiの定義はこれに該当する。
DiMaggioによれば、文化とは「共有された集合的理解」であり、具体的には、信念、
態度、規範、価値、論理、役割関係、スクリプト、あるいは、自明な想定、聖と俗、内
部と外部という分類システムなどである［DiMaggio, 1990］。このような「集合的理解」
を共有する特定の集団がもつ文化的な要因が、経済合理性に影響を与える。
③「構造的埋め込み」：
経済行為がネットワークの構造に影響されることをいう。Granovetterの定義はこれに該
当する。経済行為の主体のネットワーク上のポジショニングや位置づけや構造そのもの
が経済的合理性に基づく効用に影響を与える。
④「政治的埋め込み」：
経済行為における主体の意思決定が、政治的な権力や勢力に影響されることをいう。同
時に経済現象や制度の成立には、国家や政治、権力闘争が歴史的に重要な役割を担って
おり、経済合理性に基づく効用に対して影響を与える。
上記までのような検討を包括するものとして Beckertの定義がある。Beckertによると、
「埋め込み」とは「経済的なコンテクストにおける意思決定が、社会的、文化的、政治的、
認知的に構造化されたものであることを示す。そして（経済活動の）アクター自身が周囲に
ある社会的な繋がりから分離できないことを提示している」［Beckert, 2003:769］と定義され
る。本稿では、この Beckertの定義を前提としていく。
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3.2．「埋め込み」概念と在外現法
前項までに確認した「埋め込み」概念をもとに、在外現法への適用を試みていく。
これまでの在外現法研究においても、「内部化理論」で支持される固有の価値を前提に「埋
め込み」概念を用いた分析が行われてきている。それは、以下のように概観される。
在外現法は、所属する多国籍企業を構成するすべての機構を含む「差別化されたネットワ
ーク（differentiated network）」に顧客やサプライヤとともに埋め込まれる（Embedded）こ
とで、個別の戦略策定にあたり制約を受けている［Nohria and Ghoshal, 1997］。そのため、
選択可能な戦略は本社が定めるビジネス領域に制限［Birkinshaw and Hood, 1998］されると
ともに、多国籍企業の内部に存在する資源について、他のユニットと共有せざるえない制約
に直面する［Birkinshaw and Morrison, 1995］。その制約に対して在外現法は、他の在外現法
と横方向の連携を確立して、生き残り策の模索［Birkinshaw and Hood, 1998］や多国籍企業
の内部全体への影響力の確立［Andersson et al., 2007］を試みる。この時に在外現法は、多
国籍企業本社からの要求と自らの進化への意思を調整して戦略的に行動する。この戦略的行
動は、多国籍企業の内部ネットワークでの特殊性が確立されることでより活発になる
［Birkinshaw and Hood, 1998］。この特殊性の確立を可能とする根拠のひとつとして、ホスト
国への「埋め込み」が挙げられる。
ホスト国への「埋め込み」は、多国籍企業内部ネットワークにおける在外現法の“source 
of power（力の源）”になる［Andersson et al., 2002］ことが指摘されている。ホスト国への
「埋め込み」の深さは在外現法の業績を規定する一因［Rowley et al., 2000］ともなるため、
ホスト国への「埋め込み」は多国籍企業の内部での在外現法の戦略的な重要性を図る指標
［Andersson and Forsgren, 1996］［Andersson et al., 2002］と同時に、在外現法が固有の価値
を創造するための根拠にもなる［Taggart and Hood, 1999］［Andersson et al., 2005］とされ
る。そして、「埋め込み」は市場外にある社会的な資源や機会を含めた広範なビジネスの資
源と機会を流通させる機能を果たしている［Uzzi, 1996; 1997］。
このような在外現法のホスト国への「埋め込み」に関する研究は、前項で確認した
Delanyによる発展プロセスの研究同様、在外現法が多国籍企業に埋め込まれていることを
所与の条件としている。その根拠としては「内部化理論」がある。すなわち、「埋め込み」
概念は内部化を前提として、在外現法が付加価値を高めていくことを分析していく補完的概
念として有効であることが確認されている、と言えよう。ただし、本稿においては、多国籍
企業での内部取引の非効率性が相対的に大きな課題となり「外部化」が進んでいることを確
認してきた。そこで、「内部化」を前提としない「埋め込み」概念の有効性を検討していく
必要がある。なお、在外現法が「長期的に、より深く、ホスト国に埋め込まれている場合、
ホスト国での問題への関心が、多国籍企業内部の問題よりも優先されやすくなり、多国籍企
業の全体に貢献することへの関心が減少」しやすく、「多国籍企業の本社が特定ホスト国の
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ネットワークに関する知識を多く保持している場合に、ホスト国における在外現法の影響力
を抑制する傾向がある」［Andersson et al., 2007］との指摘もある。これは、前項での内部化
理論の限界有効性の検討において椙山や Langloisが指摘していた「長期的に見れば、短期的
な意味での取引コストは意味をなさなくなる」との指摘と組み合わせると、在外現法の経営
が長期になるほど多国籍企業の内部での取引コストが高くなり、市場取引のほうが効率的と
なる可能性があることが示唆されてくる。
3.3．外部化の影響を受ける在外現法
これまでの検討をふまえ、本項では、内部化理論だけでは説明が困難である「外部化」が
生じている実際のケースを用いて、在外現法の分析への「埋め込み」概念の適用可能性の検
証に向けた分析を行う。
米系多国籍企業であるMylan Inc.は、在日現法であるマイラン製薬を運営しているにも関
わらず、マイラン製薬の営業担当者 200名を、同業他社の Pfizer Incの在日現法であるファ
イザーに出向させ、「日本における後発医薬品の開発、製造、流通、販売について、独占的
な長期戦略的業務提携を締結」(4)した。
この「Mylan Inc.と Pfizer Incの日本市場における独占的な長期戦略的提携」は、内部化
理論を用いて説明しようとすると、「米国に本社を置く両社が今回、『日本市場のみ』という
特異な提携に至った」(5)とならざるを得ない。なぜならば、両社とも米国をホーム国とし、
そこでは競合関係にある製薬企業同士であるため、Mylan Inc.がファイザーに製品の販売や
マーケティングを委託するにあたっては、マイラン製薬の場合と比べて多大な取引コストが
必要になることが容易に想像されるためである。Mylan Inc.は、ファイザーに業務を委託す
るに際して、資産特殊的ともいえる情報を提供する必要が生じるであろう。その情報が、
Mylan Inc.の競合である Pfizer Incに対して、その在日現法であるファイザー経由で漏えい
するリスクがあり、その対策コストは確実に発生する。取引コストで判断すると経済合理的
ではない意思決定である、と評価せざるを得ない。にもかかわらず、Mylan Inc.はファイザ
ーへの販売とマーケティングを委託する業務提携を意思決定した、さらに雑誌記事等におい
ても、日本市場においては「340品目の品揃えを持ち、125品目を新たに開発中。国内に生
産拠点もある」マイラン製薬と、「営業力やブランド力は高いものの、新薬の開発に注力し
てきた経緯から、後発医薬品の品揃えが少ない」ファイザーの間であれば「手を組む相手と
しては理想的」(6)と好意的な評価も得ている。
これについて、「埋め込み」概念を用いると意思決定が合理的であることが説明可能とな
(4) 日本経済新聞記事 2012年 08月 24日 朝刊 P.10
(5) 同上の日本経済新聞記事
(6) 日経ビジネス誌記事 2012年 09月 03日 P.18
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ることを以下に示していく。
まず、後発医薬品というマーケットが、日本において「埋め込み」の文化的側面の影響を
受けている。それは、Pfizer Incにおいて後発医薬品を所管するエスタブリッシュ医薬品事
業部門のプレジデントであるアルバート・ブーラ氏が「日本は他国と比べて、ブランド志向
が強い」(7)と語っており、「日本の医師や薬剤師は、聞き慣れない海外メーカー製の後発医薬
品を使うよりも、実績があるメーカーの医薬品を好んで使う傾向がある」(8)との指摘される
状況を指している。後発医薬品の普及率は「アメリカ、カナダ、ドイツ、イギリスなどでは
60％を超え」ており、「薬の基本がジェネリック医薬品になっている」(9)と言われるいっぽう
で、日本での後発医薬品のシェアは数量ベースでも 23.3%（2012年 6月 14日 日本ジェネ
リック製薬協会発表）でしかない。厚生労働省が行った「ジェネリック医薬品使用促進の先
進事例等に関する調査」報告書において、「品質面と供給面においてある程度の信頼性が確
保」することが「後発医薬品の使用推進において重要」と指摘されてもいる。
このように文化的にネガティブな影響を受けている後発医薬品市場であるが、医療費の削
減を目指す日本政府からは強い支持を受けている。
「日本は米国に次ぐ世界第 2位の医薬品市場を持つ。（中略）政府は利用促進を国策として
掲げ」(10)ている。例えば、2002年から、病院と調剤薬局の双方に対して後発医薬品の使用に
向けた経済的インセンティブを与えている。特に 2012年 4月から、「後発医薬品が存在する
医薬品について、薬価基準に収載されている品名に代え、一般的な名称に剤形および含量を
付加した記載で処方せんを交付した場合（「一般名処方」と呼ばれる）に、医療機関におい
て「一般名処方『加算』」を算定できることにしている。アメリカに代表される海外諸国で
の後発医薬品のシェアを見込んで、2007年に政府は「平成 24年（2012年）度までに、後発
医薬品の数量シェアを 30％（現状から倍増）以上にする」との目標を掲げている (11)ことも
あり、今後も引き続き、後発医薬品の展開を支援する政策が継続的に実行されることは想像
に難くない。
これらの政策や施策により、後発医薬品販売に関して米系製薬多国籍企業が日本市場への
高い関心を喚起させている。このことから製薬企業の在日現法は政治的埋め込みの影響を強
く受ける状況にある。
上記のような背景のなかでは、ファイザーの「高い」「営業力やブランド力」(12)を持つ価値、
(7) 日経ビジネス誌記事 2012年 09月 03日 P.18
(8) 同上の日経ビジネス誌記事
(9) 健康かけいぼ http://www.sawai.co.jp/kenko-kakeibo/generic/vol09.html 2012/10/22に確認
(10) 日経ビジネス誌記事 2012年 09月 03日 P.18
(11) 『経済財政改革の基本方針 2007』（平成 19年 6月 19日閣議決定）
(12) 日経ビジネス誌記事 2012年 09月 03日 P.18
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すなわち、「埋め込み」の社会的な側面が重要になってくる。
日本での商取引では、「欧米と共通な契約や能力に対する信頼だけではなく、『善意に基づ
く信頼（goodwill trust）』が（中略）大きな関係的基礎を与えている」［Sako, 1992］とされ
る。このような「信頼」の生成について、経済社会学の観点から若林直樹は「交換」の概念
を用いて、以下のように述べている。
経済的交換は貨幣を媒介にして行われ、財やサービスの対価を支払えば交換は完了する。
だが、社会的交換は、社会財の交換を行うものであり、経済財と異なって交換価値が特定さ
れない。そのために、社会財の交換は、お返しの行動も特定されないので、特定化されない
義務関係を発生させて、交換が完結しづらくなる。ある社会関係が互酬的になると、その特
定されない義務関係が発達して、それへの将来に続く、安定的なコミットメントを持つよう
になる［若林 , 2002］。
このような「共有された集合的理解」のうえに成立する取引関係が要求される日本市場で
ビジネスを展開する在日現法では、社会的な「埋め込み」の深さが求める。また、医薬品の
普及においては、医師らが構築する社会的ネットワーク内において、医師同士のインフォー
マルな情報のやり取りなどが生じており、そのやり取りが医薬品の普及に繋がっている［筒
井 , 2009］ことも指摘されている。また、先述した「ジェネリック医薬品使用促進の先進事
例等に関する調査」報告書においても、後発医薬品メーカーへの要望事項として「①品質の
確保、②安定供給の確保、③情報提供体制の充実」の３点が挙げられて、ここにも「信頼」
を基盤とする「安定的なコミットメント」への期待が満たされることの重要性が読み取るこ
とができる。
ただし、上記までの説明だけでは、Mylan Inc.がマイラン製薬での販売やマーケティング
をファイザーに切り替えることは説明がつかない。この点を、Mylan Inc.とマイラン製薬と
の本社と在外現法の関係から説明してみたい。そのために、まずマイラン製薬の沿革から確
認していく。
マイラン製薬は 2008年 2月 1日に設立された若い企業であるが、その沿革はかなり複雑
である。同社はMylan Inc.によってグリーンフィールド投資で設立された企業体ではなく、
メルク製薬を前身とする。メルク製薬とはドイツをホーム国とするMerck KGaAの医薬品事
業の在日現法であった。Merck KGaAは日本市場に参入するにあたり、スウェーデンをホー
ム国とする Astra AB（当時）の在日現法アストラ・ジャパン（当時）から保栄事業部を買収
してメルク・ホエイを 1998年に設立した。なお、保栄事業部とは、1950年設立の保栄薬工
を、アストラ・ジャパンが 1991年に併合した組織である。メルク・ホエイを母体の企業と
して、その後、2001年にナガセ医薬品の医薬営業部門を統合し、2005年には模範薬品と合
併することで事業を拡大し、2006年にMerck KGaAが 100%出資するメルク製薬となった。
2007年にMerck KGaAがジェネリック医薬品事業をMylan Inc.に売却することで同事業か
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ら撤退したため、翌 2008年に在日現法であるメルク製薬がマイラン製薬に吸収されること
で、現在のマイラン製薬となったのである。つまり、マイラン製薬のルーツの一部、それも
かなり多くの部分が日本企業であったことがわかる。
このような沿革を経ているマイラン製薬の社内においては、Mylan Inc.の意向を必ずしも
重要視しない傾向もあったという (13)。そのあたりについては、当時暫定社長であり、現在も
社長として紹介されているスタインロフ氏に代わり、2011年に同業他社の在日現法から社長
として日本人が就任したが、2012年から再度、スタインロフ氏が社長に復帰していることか
らも、Mylan Inc.によるマイラン製薬の統治は困難に直面していたことが類推される。在日
現法は日本市場で独自に経営を行うべきであり、一定の業績を上げることを継続していれば
本社の意向に従わなくとも大きな問題はないはずだ、とする認知的な「埋め込み」があった
ことが想定される。
その結果、Mylan Inc.は、過大にコストをかけたうえで上記までの混乱を収拾しなければ
得られないビジネスメリットと、取引コストを支払ってでもファイザーと提携することによ
り得られるメリットの大きさをバランスさせて、内部化理論の観点からは非合理的ともいえ
る意思決定を合理的に実施した、と説明することが可能となる。すなわち、製品面において
は製造能力を含め十分な組織能力を保有しているが在日現法が「認知的埋め込み」にとらわ
れているマイラン製薬と、「社会的埋め込み」は十分であるが製品面で不足するファイザー
との間に独占的な長期戦略的業務提携を締結させることをMylan Inc.と Pfizer Inc.が合理的
に意思決定した、となる。そしてその背景には、前述のとおり日本市場における後発医薬品
の大きな成長機運のタイミングが「政治的埋め込み」として存在する。
4．２つのネットワークへの埋め込みとアイデンティティ
4.1．在外現法が埋め込まれる２つのネットワーク
前節において、内部化理論では説明が困難な現象に関しても「埋め込み」概念であれば分
析が可能となることについての確認を行った。このケースだけで早計に判断するべきではな
いが、説明が可能であったことから一定の有効性は確認できたと思われる。ただし、個別の
現象を説明可能と確認したにとどまる。そこで本節では、一般化に向けて前節でのケースか
ら一般化を試みる。
前節で参照したMylan Inc.と Pfizer Incの「日本における後発医薬品の開発、製造、流通、
販売について、独占的な長期戦略的業務提携」については、「埋め込み」概念として以下の
(13) 同社元社員へのヒアリングに基づく
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ように構造化されていると概観できる。
• 日本において後発医薬品は「文化的埋め込み」のネガティブな影響を受けて、市場への
浸透が進んでいない
• 日本において後発医薬品メーカーは、日本政府による「文化的埋め込み」の超克を意図
した国策により「政治的埋め込み」のポジティブな影響を受けている
• 「政治的な埋め込み」により期待されるビジネスメリットをめぐり、自社リソースの「認
知的埋め込み」と市場における「社会的埋め込み」をバランスさせた意思決定が実施さ
れた
今回のケースについては、日本市場への「文化的埋め込み」「政治的埋め込み」「社会的埋
め込み」と、多国籍企業の在外現法であることへの「認知的埋め込み」が重なり合うことで
生じた現象であると考えられる。このことから「ビジネスを行うホスト国環境」と「所属す
る多国籍企業」という２つのネットワークに、在外現法は同時に埋め込まれていることが前
提としなければならないことが確認できる。すなわち、在外現法への「埋め込み」概念の適
用可能性の検討にあたっては、「埋め込み」の分類と同時に「埋め込み」の対象となる２つ
のネットワークにも注意を払い、その双方との関係を読み解く必要があることがわかる。
このように、在外現法が２つのネットワークから影響を受ける状態を Vora and Kostovaは
「Dual Organizational Identification（DOI）」と名付けた。そのうえで、２つ（Dual）の組織
アイデンティティの重要性を、相対的にバランスさせることが在外現法経営において直面す
る困難さのひとつである、と指摘している［Vora and Kostova, 2007］。Vora and Kostovaが提
示した「組織アイデンティティ」をヒントに、２つのネットワークに同時に埋め込まれる在
外現法に対する「埋め込み」概念の適用の留意点を確認していく。
4.2．組織アイデンティティ
組織アイデンティティに基づく理論化については、山田真茂留による一連の研究がある
［山田 , 1991; 1993; 1995; 1998］。山田によると、組織の文化現象に注目する組織文化論と新制
度派組織論は、個々の組織が持つ独自性に焦点を当てる組織文化論と、制度的な圧力のもと
で同型化する組織に焦点を当ててきた新制度派組織論、というように、文化的位相のレベル
に違いはあるが、主客を分離し、制度や文化が備える社会特性を所与の単一的な決定因と仮
定している点で共通している。この共通点に起因して、これまでの議論では、主体のアイデ
ンティティに根ざした意味現象の解明が不十分であった。
山田は、「主体のアイデンティティに根ざした意味現象の解明」というコンテクストで動
的で多様な、組織と制度の関係を捕捉するために、「パフォーマンス」［山田 , 1998］と「自
己カテゴリゼーション」［山田 , 1991］を提起した。山田のいう「パフォーマンス」とは、
「主体が他者に対して行う自己提示のことを言い、他者との関わりの中で主体の独自性や内
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面的なアイデンティティが決められること」を意味し、「自己カテゴリゼーション」は、「特
定の人間集合の中で、各人が自己および任意の他者を同一の社会的カテゴリーの成員として
知覚し、また任意の他者も同様の知覚を行っているだろうと想定すること」を意味する。す
なわち、主体が構成する「アイデンティティ」とは個人的なものではなく、自らが所属する
組織（自己カテゴリーとして知覚する範囲）と環境との境界を決定づける「組織アイデンテ
ィティ」となるのである。そのうえで、山田は「アイデンティティ認知の多元性」［山田 , 
1998:36］を指摘する。他者との関係性に基づいて、主体的に構成されるアイデンティティと
は多元的に認知されるものであり、その多元性を前提に認知的に決定づけられる「環境」と
してのコンテクストは、多元的なものとして取り扱う必要がある。
すなわち、アイデンティティとは、本来は主体が置かれたコンテクストに応じて多元的に
存在してしまうことになる。一般論としては山田に合意するべきであろう。これまでの本節
での議論においても、「単一的な決定因」では決まらないので、アイデンティティの概念を
検討している。しかし、本稿の目的である「埋め込み」概念の適用可能性の検討というコン
テクストにおいては、２つのネットワークを超えた「認知の多元性」までの検討は、紙幅の
点からも十分には行えない。
そこで、本稿においては、山田のいう「組織アイデンティティ」を多国籍企業とホスト国
のネットワークの２元性に限定するように援用し、議論を進めていきたい。
また、アイデンティティについては、「相互反照的に『自らの意味』として獲得されたエ
ージェンシーは、単に制度に従うというよりも、自らのアイデンティティを作り出すという
積極的な側面を持っている」［Scott, 1995=1998:38］との重要な指摘がある。この指摘により、
在外現法は、２つのネットワークに埋め込まれながら、組織アイデンティティを作り出して
いくことで、バランスを取っていることが類推されよう。
4.3．２つのネットワークへの埋め込みと組織アイデンティティ
在外現法の「組織アイデンティティ」としては、各社が掲げるスローガンや経営方針等の
なかに語られることがある。例えば、日本 IBM社長であった椎名武雄が就任中に掲げてい
たスローガンは“Sell IBM in Japan, sell Japan in IBM.”であり「日本国内における日本 IBM
の地位向上を図るとともに、日本特有の製品・サービスの提供や日本 IBM独自のビジネス
施策の実施を IBMの本社に理解・承認させる」［椎名 , 2001］ことを目的としていた。これ
は、ホスト国の市場と多国籍企業の内部の双方の境界線上（marginal）の存在を「自己カテ
ゴリゼーション」［山田 , 1991］していることが表現されている。在外現法とは、多国籍企業
の内部に確立されたネットワークとホスト国のネットワークの間に存在する「構造的な間隙
（Structural Holes）」の位置に介在することで「ネットワーク中心性（centrality）」を獲得し
て、それに伴う能力を得る［浅川 , 2003］存在である、とする「構造的埋め込み」からの定
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義に合致している。また、ほぼ同時期に日本 HP社長であった甲谷勝人が経営方針と打ち出
していたのは“Be a member of HP”であった。これは端的に、多国籍企業の一員であるこ
とを「組織アイデンティティ」としていることを表明していると言えよう。
これらの例は表層でしかないが、ホーム国、ホスト国、業種といった条件が同じであるこ
とから、新制度派組織論（［Tolbert & Zucker, 1983］など）に拠ると同型化に収斂すること
が推定される日本 IBMと日本 HPの両社は、まったく異なる組織形態をとっている。本社
からの人材を経営陣として受け入れながらも独自性の強い経営を行う日本 IBMに対して、
日本 HPは本社からの人材は受け入れていないが、組織構造としてはグローバルとの一体化
を進めている［三輪 , 2010］。このことから、組織アイデンティティが表出する経営方針やス
ローガンをパラメータとして、在外現法が「埋め込み」を意図しているネットワークと優先
度の低いネットワークを区分した分析が可能となることが推定される。
また、最近の在日現法では、会社形態からも上記のような組織アイデンティティの表出を
確認することができる。米国や英国の Limited Liability Company（LLC）をモデルとした日
本版 LLCとも呼ばれる合同会社へと会社形態を移行する在日現法が増えている (14)。合同会社
とは、2006年 5月 1日に施行された会社法により新しく設けられた会社形態である。当初
は、米国版 LLCの特徴である、法人の所得ではなく出資者の所得に課税するパス・スルー
課税が適用されると期待されたが、現在は認められていないため、税制上は株式会社とほぼ
同様の扱いとなる。株式会社との最も大きな違いとしては、出資者は株主ではなく社員と呼
ばれ、直接的に会社の経営に関与することができることがあげられる。そのため、所有と経
営を一致させることができ、利益や議決権の配分も出資比率と無関係に決定することができ
る。つまり、在日現法で合同会社の形態を選択する企業は、本社との閉鎖性の強い一体化を
行うことを表明しているともいえる。このことから、会社の形態もひとつの「組織アイデン
ティティ」が表出しているパラメータとして取り扱うことが可能な選択肢となる。
さらに、在日現法においては、社名に「日本」という国名を冠することで、日本企業であ
るという「組織アイデンティティ」を表明する、ということもある。これは、前項にて提示
した「パフォーマンス」［山田 , 1998］に相当するものと考えられる。マイクロソフト社は
「日本に根付いている、日本の会社ですよ、ということを伝えたい」(15)という狙いから創立
25周年を期に日本マイクロソフト株式会社と社名変更をしている。ただし、日本アムウェイ
合同会社や日本ケロッグ合同会社など、合同会社においても「日本」を冠している在日現法
があることから、社名でのパラメータ化は困難であると考える。いっぽうで、アップルジャ
(14) 例えば、東洋経済進歩社の発行する『外資系企業総覧』掲載企業において、2007年度版ではＰ＆Ｇ
マックスファクター合同会社モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ・ジャパン合同会社の 2社
だけであったのに対し、2012年度版では 43社が合同会社として登録されている。
(15) 日経パソコン 2011年 02月 28日号 P.92
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パン株式会社から Apple Japan合同会社への社名変更（正確には吸収合併による消滅）のよ
うに「パフォーマンス」が明確な事例もあることには留意が必要だろう。
5．結びにかえて
本稿においては、以下のことを確認してきた。
第一に、多国籍企業において機能や業務をアウトソースやアライアンスなどで代替する
「外部化」とも呼べる現象が散見されるようになり、在外現法においても、その存在を所与
とする「内部化理論」の限界有効性が顕在化している。
第二に、「内部化理論」の限界有効性が顕在化する現象として、既存在外現法において本
社主導による組織能力の削減、場合によっては消滅という事例が生じている。
第三に、「内部化理論」のみでは在外現法に起きている事象を十分に捕捉できないため、
補完概念が必要となる。
第四に、「内部化理論」を前提とした在外現法の分析において「埋め込み」概念の適用は
有効であるという先行研究が複数存在している。
第五に、「埋め込み」概念での「内部化理論」の補完を検討するにあたり、在日現法で生
じている組織能力削減の事例に対するケース分析を試み、有効的な結果を得た。
第六に、「埋め込み」概念の適用にあたり、在外現法が埋め込まれているネットワークと
して「所属する多国籍企業」と「ホスト国環境」の２種類があり、同時に影響していること
が確認された。
第七に、「埋め込み」概念の適用にあたり、在外現法が埋め込まれている２つのネットワ
ークに対して、「組織アイデンティティ」を通じて、それぞれのネットワークへの認知をパ
ラメータとして扱うことの有効性を確認した。
第八に、「埋め込み」概念の適用にあたり、「組織アイデンティティ」として在外現法を把
握するパラメータとして、経営方針やスローガンとともに在日現法においては、会社形態も
有効であろうとの仮説を導いた
上記により、在外現法の分析にあたり「埋め込み」概念の有効性は確認できたが、同時に
一定の制約があることが示唆される。
まず、在外現法の設置については「埋め込み」概念では「内部化理論」の代替は困難であ
る。在外現法設置以前においては、主体が設定されないので「埋め込み」概念での捕捉は原
理的に不可能であるし、本稿で確認したとおり「組織アイデンティティ」がひとつのパラメ
ータになることから、他社による事例を基準に「埋め込み」を予測することは困難となるた
めである。
また、内部化理論を前提に多国籍企業に埋め込まれていることを所与のものと固定し、ホ
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スト国の市場だけを変数として「埋め込み」概念を活用してきた先行研究からの成果は、多
国籍企業への「埋め込み」も変数として扱うように修正する必要があることは再度強調して
おきたい。例えば、在外現法における戦略的行動の源泉を、多国籍企業への“Internal 
Embeddedness”に求めた Garcia-Pontらの研究［Garcia-Pont, Canales and Noboa, 2008］が
ある。彼らのいう Internal Embeddednessは、本稿でいう多国籍企業への埋め込みに相当す
る。Garcia-Pontらは Internal Embeddednessを在外現法が制御可能な資源であると定義し、
研究する重要性を主張している。「外部化」が進んでいるなかで、Garcia-Pontらの主張には
同意するが、Internalと Externalのどちらが重要、という議論に陥らず、２つのネットワー
クに同時に埋め込まれていることを前提に、在外現法が「内部」と「外部」として優先づけ
ているかを「組織アイデンティティ」により見極めることで、分析を深める方向性を提示し
たつもりでいる。
今後の研究課題としては、「組織アイデンティティ」として優先付けを行う動機の分析も
必要になろう。２つのネットワークから選択的に自組織のアイデンティティを定置するにあ
たり、得られるベネフィットの大きさが、営利組織である在外現法が動機づけられる重要な
ファクターとなろう。そこで想起されるのは「社会関係資本」である。
社会関係資本とは「関係のネットワークに含まれる、あるいは、ネットワークを通じて利
用できる、またはネットワークから生じる現実あるいは潜在的な資源の合計」［Nahapiet and 
Ghoshal, 1998］とされる。本稿のケース分析においても、その一例である「信頼」を含めて
いる。ホスト国の環境と多国籍企業の２つのネットワークの中から、社会関係資本を基準の
ひとつとして組織アイデンティティを定置し戦略的行動を行う在外現法を、「埋め込み」概
念をもって分析する仮説が検討できよう。
今後においては、組織アイデンティティと社会関係資本の関係も注目した「埋め込み」概
念の適用により、在外現法の研究が深められていくことを期待したい。
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